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株主の皆様へ
株主の皆様には、格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社の第52期報告書（2018年4月1日から2019年3月31日ま

で）をお届けするにあたり、謹んでご挨拶申し上げます。
当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績は堅調に推移

し、設備投資も高い水準を維持しております。一方で中国経済の景
気減速や米中間をはじめとする貿易摩擦の影響により海外経済の
景況感には不安定さも残り、先行きの不透明感が増しております。
当流通業界におきましては、高付加価値商品の販売は好調を保

っており、消費者の購買意欲は引き続き高い水準にあります。一方
で年金等の社会保障への将来不安、また天候不順や多発する自然
災害の影響もあり、生活必需品に対しては依然として節約志向が
強く、またインターネット通販を含めた小売業間の競争はますます
激しさを増し、物価が上がらないデフレ環境が継続しております。
こうした状況下において、当社グループは卸売業として保有す

る商流・物流・商品開発・情報・金融等の機能のさらなる充実を
図り、時代とともに変化する卸売業への要請に応えるべく、全社
一丸となって取り組んでまいりました。中でも商流・物流のネッ
トワーク構築を優先課題として、取引先の要望にスピーディに対
応できる体制を整えるとともに、商流・物流一体となった総合的
な流通サービスの提案を推し進めてまいりました。
上記の結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、

売上高は主要顧客への販売が堅調に推移したことから48,230百万
円（前連結会計年度比2.7％増）となりました。利益面では、前期
新たに稼働した物流センターの影響で減価償却費が増加し、また

人件費や運賃が想定を超えて上昇したこともあり、営業利益は
1,609百万円（前連結会計年度比10.7％減）、経常利益は1,737百万円
（前連結会計年度比10.5％減）、親会社株主に帰属する当期純利益
は1,198百万円（前連結会計年度比10.9％減）となりました。

第53期の見通しにつきましては、米中貿易摩擦をはじめとする
海外経済の景況感悪化を受けて、輸出や生産への影響が懸念され、
先行きは不透明な状況が継続するものと思われます。国内消費に
おいても、原材料費の高騰に伴う物価高や、10月に予定されてい
る消費税増税などにより消費者の生活防衛意識は依然高いものと
思われます。このような状況の中、当流通業界においては人件費
の上昇や物流費の高騰に加え、インターネット通販を含む小売業
間の競争も激しさを増しており、当社を取り巻く経営環境は厳し
い状態が続くと予想されます。
このような状況のもと当社グループは、卸売業が持つ様々な機
能をより強化するとともに、商流・物流一体となった提案を推し
進めることにより取引先の利益拡大に貢献し、またグループとし
ての収益の拡大を図ってまいります。

株主の皆様におかれましては、より一層のご支援とご鞭撻を賜
りますようお願い申し上げます。

2019年6月

代表取締役社長　津田　信也
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▪売上高 （百万円）
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▪経常利益 （百万円）
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▪親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円）
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第53期の業績予想は、売上高49,000百万円（当連結会計年度比1.6%増）、営業利益1,620百万円（当連結
会計年度比0.7%増）、経常利益1,750百万円（当連結会計年度比0.7%増）、親会社株主に帰属する当期純利益
1,215百万円（当連結会計年度比1.3%増）を見込んでおります。

※第50期（前連結会計年度）より会計方針の変更を行ったため、第49期については、当該会計方針の変更を反映した遡及修正後の数値
を記載しております。

 第53期の業績予想

財務ハイライト（連結）
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第52期定時株主総会決議ご通知

2019年6月27日開催の当社第52期定時株主総会におきまして、下記のとおり報告ならびに決議されま
したので、ご通知申し上げます。

記

報告事項

　１．第52期（2018年4月1日から2019年3月31日まで）事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人
および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

　　　本件は、上記の内容を報告いたしました。
　２．�第52期（2018年4月1日から2019年3月31日まで）計算書類報告の件
　　　本件は、上記の内容を報告いたしました。

決議事項

　第1号議案　剰余金処分の件
　　�本件は、原案のとおり承認可決され、期末配当金は1株につき38円と決定いたしました。
　第2号議案　取締役1名選任の件
　　�本件は、原案のとおり承認可決され、取締役に藤原稔也氏が選任され、就任いたしました。
　第3号議案　監査役3名選任の件
　　�本件は、原案のとおり承認可決され、監査役に西川和紀、山本美比古、谷林一憲の各氏が選任
され、それぞれ就任いたしました。

　第4号議案　退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
　　�本件は、原案のとおり承認可決され、退任取締役山口義隆氏及び退任監査役山本悟氏に対し、
当社の定める一定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的
な金額、贈呈の時期、方法等は、退任取締役については取締役会に、退任監査役については監
査役の協議に一任することに決定いたしました。

以　上

期末配当金のお支払いについて

第52期期末配当金は、1株につき38円と決定いたしましたので、同封の「配当金領収証」によりお受
け取りください。
なお、すでに銀行預金口座振込をご指定いただいている方には、「配当金計算書」および『「配当金

振込先ご確認」のご案内』を同封いたしましたので、ご確認ください。
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会 社 名 ハリマ共和物産株式会社
本 社 兵庫県姫路市飾東町庄313番地
設 立 昭和26年3月29日
資 本 金 719,530千円
従業員数 160名
事業内容 洗剤関連商品、ホームプロダクト商品、家庭紙

および衛生用品、化粧関連商品等の日常消費材
の卸売業、サードパーティ・ロジスティクス事
業、倉庫業、不動産賃貸業、太陽光発電事業

事 業 所 宮城、下妻、東京、甲府、名古屋、大口、滋賀、
高槻、大阪、姫路、加西、福崎、鳥栖

代表取締役会長 津　田　隆　雄
代表取締役社長 津　田　信　也
常 務 取 締 役 中　尾　伸太郎
取 締 役 三　輪　正　俊
取 締 役 藤　原　稔　也
取 締 役 前　原　啓　二
常 勤 監 査 役 西　川　和　紀
監 査 役 山　本　美比古
監 査 役 谷　林　一　憲

▪会社概要（2019年3月31日現在）

▪株式の状況（2019年3月31日現在）

発行可能株式総数 14,000,000株
発行済株式の総数 5,441,568株
当期末株主数 874名

 近畿地方 73.70％
 関東地方 13.65％
 中国地方 5.45％
 外地 4.04％
 四国地方 1.89％
 九州地方 0.63％
 中部地方 0.55％
 東北地方 0.08％
 北海道 0.01％

 その他の法人
 45.55%

 個人・その他
36.01%

 金融機関
 12.53%

 外国法人等
 4.10%

 証券会社
 0.57%

 自己名義株式
 1.24%

地域別
株式分布状況

所有者別
株式分布状況

▪役員（2019年6月27日現在）

▪株主メモ

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月に開催
基 準 日 定時株主総会　毎年3月31日

期末配当　　　毎年3月31日
（中間配当を行う場合　毎年9月30日）

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
特別口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社
同 連 絡 先 〒541-8502

大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
電話　0120-094-777（通話料無料）
・株主様の住所変更、単元未満株式の買取・買増請求そ
の他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設
されている口座管理機関（証券会社等）で承ることと
なっております。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）
ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

・特別口座に記録された株式に関する各種お手続きは、
上記特別口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問い
合わせください。

・未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行全
国本支店でお支払いいたします。

単 元 株 式 数 100株
公 告 方 法 電子公告の方法により行います。

公告掲載URL　http://www.harimakb.co.jp

ただし、やむを得ない事由が生じたときは、
日本経済新聞に掲載いたします。
（ご案内）
　少額投資非課税口座（NISA口座）における配当等のお
受け取りについて
　新規に購入された当社株式をNISA口座でご所有される
場合、配当等につき非課税の適用を受けるためには、
口座管理機関（証券会社等）を通じて配当等を受け取
る方式である「株式数比例配分方式」をお選びいただ
く必要がございます。
　ご所有の株式のうち、特別口座に記録された株式をお
持ちの株主様は「株式数比例配分方式」をお選びいた
だくことができませんのでご注意ください。
　NISA口座に関する詳細につきましては、お取引の証券
会社等にお問い合わせください。

会社情報・株式情報
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